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韓国における電子商取引による宅配サービス市場の成長要因に関する研究 
 
Ⅰ．本論文の主旨と構成 
 
１．本論文の主旨と研究方法 
 近年では取引形態に大きな変化が生じている。企業間（B to B）取引に加え、企業と消費者間(B to C)、消費
者間(C to C)の取引が大きく増えている。従来とかくトラック事業者からは敬遠されがちであった企業と消費
者間、消費者間といった消費者が関連する取引の中で、小口貨物を主たる対象としているのが宅配サービスで
ある。これまで常識とされてきた考え方にとらわれず、この事業分野にビジネス・チャンスを見出した起業家
の先見の明によるものである。 
 日本で実質的に最初の宅配便が誕生したのは１９７６（昭和５１）年1月の大和（当時）運輸の宅急便であ
った。この限りでは、今日消費者に不可欠の存在とさえなっている宅配サービスも高々四半世紀の歴史をもつ
にすぎない。韓国での宅配サービスは日本に 10年以上も遅れてスタートしたので、歴史はさらに浅い。この
間、世界的に急速に普及した情報通信サービスは商取引活動の分野にも活用されることとなり、ｅ－コマース
という言葉も一般的となった。商取引活動と共に流通活動を構成する物的流通（Physical Distribution）活動
においても、技術革新を反映した情報通信サービスが積極的に取り入れられるようになった。昨今では、情報
技術（ＩＴ）を組み込んだ物流活動が一般化しており、ＩＴに遅れをとった物流サービスは消費者から評価さ
れえない段階にさえある。 
 このような新たな市場性を持つ宅配サービスが新たな形態で展開されるようになったのは、日本においても、
韓国においても近年になってからのことである。中でも、電子商取引を活用した宅配サービスは極めて短期間
に進展したため、これに関する基礎データの制約とも相俟って、その研究は実態に追いついていないのが実情
である。とりわけ、電子商取引と宅配サービスの関連性を定量的に分析した成果は、日本でも韓国でも皆無に
近いといっても過言ではない。その研究の必要性にもかかわらず、この分野はこれまで学問的空白地帯であっ
たとさえいってもよいほどなのである。 
 このような状況を打破する意気込みで、論文提出者は電子商取引のいかなる促進要因が宅配サービス市場の
成長に影響を及ぼしたのかを、時系列データを用いて実証的に分析することにより、今後の宅配サービス市場
の動向を展望することを試みている。そこには、まさに今日的研究課題とされていることに対し、今日的問題
意識、今日的分析用具を持って積極的に取り組んだ姿勢が確認されうるのである。 
 本論文は、分析方法を扱った第１部と韓国の事例研究である第2部との二部構成になっている。この構成自
体、本研究の対象を韓国だけに限らず、宅配サービスを行っている、あるいは行うであろう諸国にまで拡大さ
せていくことが可能であれば、研究の発展性を秘めたものとなっている。 
 第１部では、本研究の手始めとして電子商取引と宅配サービスの概念整理が試みられる。その上で、電子商
取引と宅配サービスの相関関係分析のための方法論が展開される。さらに時系列分析の方法を論じ、宅配サー
ビス市場と成長決定変数との関係仮説の設定、成長要因分析のための重回帰モデルの構築がなされる。そこで
は、先に述べた歴史的経過による事情も手伝い、本研究のための韓国での時系列データが１９９６年以降しか
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利用可能とはなっていないため、年単位ではなく月単位のデータを用いること、重回帰分析結果の信頼性を検
定するための単位根検定（unit root test）、グランジャー・シムズ因果関係検定(Granger・Sims causality  
test)等の様々な工夫が見られる。とりわけ、時系列分析における将来の変化要因を考慮するための分析用具を
用いていることは、本研究での成果を問う上では効果的なものとなっている。 
 第2部では、第1部での成果をベースに、韓国での実証分析が展開される。韓国での電子商取引の動向と宅
配サービスの状況を把握した上で、第1部で構築されたモデルを用いての計量分析が試みられる。この種の計
量分析の試みは本論文が最初に行ったものであるとの位置付けがなされうる。 
 このような二部構成を採ることにより、論文提出者の意図した論理が空理・空論に終始することなく、定量
的に展開されうるものとなっていることは、この分野での画期的な実証分析の成果としての本論文の価値を大
きく高めることに結びついているといえよう。 
 
2．本論文の構成 
 本論文の構成は以下のとおりである。 
 
序 
 
第1部 研究の方法論のアプローチ 
 第1章 電子商取引と宅配サービスの概念整理 
  第1節 はじめに 
  第2節 電子商取引と宅配サービスの概要 
   Ⅰ．電子商取引の概念および発展過程 
   2．宅配サービスの概要 
  第３節 電子商取引とデジタル経済時代 
   Ⅰ．電子商取引の促進によるデジタル経済の到来 
   ２．既存の実物経済における伝統的商取引と新たなデジタル経済における電子商取引との比較 
  第4節 デジタル経済時代における宅配サービス 
  第5節 おわりに 
 第2章 電子商取引による宅配サービス市場の成長要因分析の方法 
  第1節 はじめに 
  第2節 電子商取引と宅配サービス市場の関連性 
   Ⅰ．既存文献の検討 
   2．電子商取引と宅配サービス市場との連繋性分析 
  第3節 本論文におけるアプローチ 
  第4節 電子商取引の促進要因分析 
   １．企業間（Ｂ to B）の電子商取引の促進要因 
      2．企業―消費者(B to C)の間の電子商取引の促進要因 
   3．電子商取引市場の外部における促進要因 
  第5節 電子商取引による宅配サービス市場の成長決定変数の選定 
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   １．B to Bにおける企業の情報ネットワーク化促進変数 
       2  B to Cにおける供給促進変数 
      3 ．B to Cにおける需要促進変数 
   4．その他の社会経済的促進変数 
  第6節 おわりに 
 第３章 時系列分析による分析方法 
  第1節 はじめに 
  第2節 時系列分析の概念と相関関係の概要 
   1．時系列 
   2．時系列分析 
  第3節 宅配サービス市場と成長決定変数との関係仮説の設定 
   １．B to Bの促進変数としてのＥＤＩ 
      ２． B to Cの供給促進変数 
      ３． B to Cの需要促進変数 
   4．その他の社会経済的促進変数 
  第4節 成長要因分析のための重回帰分析モデルの構築 
  第5節 データ収集および分析結果の解釈 
   1．データの収集 
   2．分析結果の解釈 
  第6節 単位根検定および因果関係の検証 
   1．時系列の安定性 
   2．単位根検定 
   3．グランジャー・シムズ因果関係検定 
  第7節 ＶＡＲモデルを利用した衝撃応答分析と分散分解分析 
   1．ＶＡＲモデル 
   2．共和分検定 
   3．衝撃応答分析 
   4分散分解分析 
  第8節 おわりに 
 
第2部 韓国における事例分析 
 第4章 韓国における電子商取引と宅配サービスの状況 
  第1節 はじめに 
  第2節 電子商取引の推進状況 
   1．国内情報化の推進動向 
   2．国内情報化の水準 
   3．韓国における電子商取引の発展過程 
   4．韓国の電子商取引の現況 
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  第3節 宅配サービスの状況 
   1．宅配サービスの導入 
   2．宅配サービス業者の状況 
   3．宅配サービスの変化の推移 
   4．宅配サービス業者による電子商取引の状況 
  第4節 今後の展望 
  第5節 おわりに 
 第5章 計量分析の結果とその評価 
  第1節 はじめに 
  第2節 モデル分析のためのデータ 
  第3節 分析結果の要約とその評価 
   1．相関関係の分析 
   2．重回帰分析適用の結果 
   3．単位根検定の分析結果 
   4．グランジャー・シムズ因果関係検定の分析結果 
   5．ＶＡＲモデルの適用結果 
  第4節 韓国における宅配サービス市場の成長の特性の分析 
  第5節 おわりに 
 
むすび 
 
 なお、巻末には付属資料として本分析に利用したデータ、交叉相関関係の分析結果、ＡＤＦ（Augmented 
Dickey-Fuller）単位根検定による分析結果、グランジャ ・ーシムズ因果関係検定の結果、宅配サービス市場と
電子商取引の促進変数の間のＡＩＣ（赤池情報量基準）、ＳＩＣ（シュヴァルツ情報量基準）の分析結果、タ
イム・ラグ1におけるヨハンセン共和分検定の結果、宅配サービス市場のＶＥＣモデル、宅配サービス市場の
インパルス（衝撃）応答分析、宅配サービス市場の分散分解分析が詳細に示されている。これらの資料を付属
資料として巻末にまとめることで、本文での論述の簡素化が図られている。 
 
Ⅱ．本論文の概要 
 
 二部構成、全5章からなる本論文の概要は以下のとおりである。 
 
 序では、電子商取引の急速な普及により流通構造がオフライン体系からオンライン体系に移行し、これに伴
い物流構造にも変化が起こっているとの現状認識から、今日物流の主役ともなっている宅配サービスの成長に
電子商取引がいかなる影響を与えたのかを分析しようという本論文への取り組みの背景が描かれている。そこ
には、電子商取引と宅配サービス市場の関連性を研究した成果が存在しない中、急速に進展している両者の関
連性を定量的に把握する必要があることへの論文提出者の強い研究意欲が伺える。 
 本題の解明に当たり、本論文での空間的・時間的・内容的範囲の限定が行われる。すなわち、韓国を対象と
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して、時系列データの利用により、電子商取引による宅配サービス市場の成長要因の分析という限定である。
韓国での時系列データを用い、電子商取引と宅配サービス市場の相関関係を検討し、前者による後者の成長要
因を分析することが本論文の目的であることが明確に主張されている。 
 以下、本論文の構成、用いられる方法、検討の流れが、その大要をまとめた図を活用することによって示さ
れている。 
 
 研究の方法論を中心に論じた第１部は3章により構成されている。 
 
 第1章では、電子商取引と宅配サービスの概念・進展プロセスを検討した上で、電子商取引によるデジタル
経済時代の宅配サービスが論じられている。 
 電子商取引には伝統的な商取引と代替する広義のもの（米国国防省の定義）、消費者と企業との直接的な取
引関係に関連するプロセスの電子化を意味する狭義のものがあるという概念規定を行った上で、狭義の電子商
取引を中心に、それに欠かせない宅配サービスとの相対関係を把握して、宅配サービス市場の成長要因の分析
を試みるとしている。 
 宅配サー ビスは少量貨物を対象にしたトラックによる混載輸送サービスであるが、従来の混載サービスと異
なるのは、消費者の迅速性、正確性、安全性、利便性、経済性へのニーズが一層強く求められるようになって
いることから、これに具体的に対応したものであるとしている。その本質的特徴は他のサービスに比べて著し
く高度化し、革新性を持っている点であり、具体的には小型・少量貨物の輸送サービス、ドア・トゥ・ドアの
輸送サービス、一貫責任の輸送サービスとしている。また、機能的特徴として、高度の利便性を提供する輸送
サービス、迅速な輸送サービス、安全性と正確性を保証した輸送サービス、経済性が高い輸送サービスと整理
している。そこには宅配サービスの特徴が適切に示されている。さらに、利用目的、発地、事業主体等による
類型化が可能であるとしている。 
 次に、電子商取引によるデジタル経済時代の特徴と既存の経済体系との差が説明されている。既存の実物経
済では消費者よりも供給者が優位であったのに対し、デジタル時代では消費者がより多くの情報を確保しうる
ようになったことから、かつての供給者中心の市場から消費者中心の市場に逆転することとなったとされてい
る。 
 これらの整理を受け、デジタル経済時代における宅配サービスが論じられている。デジタル経済では物流部
門のアウトソーシングが拡大され、迅速性と利便性を追及するドア・トゥ・ドアの輸送サービス需要が増加す
ることで、宅配サービスの需要と重要性が増大しているとされている。既存の運送体系に比べ、デジタル化時
代の運送体系ではターミナル・トゥ・ターミナル機能は相対的に衰退し、ドア・トゥ・ドア機能が中心となる
とされているが、統計資料による裏付けがあれば、論拠が明確になったことであろう。 
 
 第2章では、電子商取引と宅配サービス市場の相関関係を分析するための方法論が展開されている。第2節
で、電子商取引と宅配サービスに関する既存研究を韓国、日本、米国についてサーベイしている。電子商取引
に関する文献では、物流と運送部門の効率化を目的としたものは見出しうるものの、宅配サービスに関する文
献では、電子商取引との関連を明示的に扱ったものは極めて少ないこと、さらには電子商取引と宅配サービス
の成長との関連を論じた文献は見出しにくいことが述べられている。ただし、既存文献でたびたび強調されて
いることは、電子商取引の活性化と物流体系、運送部門との密接な関連性についての指摘である。以上より結
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論的に言えば、本研究の先行事例となるべき成果はないことが確認されたのである。このことから論文提出者
独自の研究が展開されることとなる。 
 論文提出者は宅配サービスの成長要因として、外的要因と内的要因に分け、前者には交通要因、社会経済的
要因、後者には需要者側と供給者側の要因があるとしている。外的要因としての交通要因には翌日配達能力の
向上、ドア・トゥ・ドア機能の進展、物流拠点施設の構築、交通情報および物流関連情報の発達等、社会経済
要因には社会経済活動人口の増加、国民所得の増加、経済・産業規模の拡大、電子商取引の増加等があるとし
ている。一方、需要者側の要因としては利便性の追求、緊急性および迅速性の追及、配達サービスの安定性の
確保等があり、供給者側の要因には運送費用の節約、物流情報システムの構築を通じたサービス提供の効率化
等を挙げている。これらの整理より、本論文では電子商取引を宅配サービスの外的要因における社会経済的要
因と見做している。 
 第3節で電子商取引による宅配サービス市場の成長要因を分析するための手順が示されている。第1に宅配
サービスと電子商取引の交叉相関関係の分析が行われる。第2にこの交叉相関関係をベースに、宅配サービス
市場と電子商取引の促進要因との関係仮説を設定し、重回帰モデルを用いた時系列分析が展開される。その結
果の妥当性を検証するための、従属変数と説明変数の因果関係が検定される。より具体的には、重回帰分析の
信頼性の検証として、タイム・ラグを考慮して利用データの信頼性と安定性を高めるための単位根検定、説明
変数と従属変数との因果関係を検証しうるグランジャー・シムズ因果関係検定が試みられるとしている。 
 その一方で、過去の趨勢の安定的な影響力ばかりでなく、将来の激しい変化と継続的な成長といった要因を
考慮するための動学的分析が必要とされることから、シムズが開発したベクトル自己回帰（VAR : vector 
autoregressive）モデルの適用を通じたインパルス応答分析と分散分解分析が試みられるとしている。 
 第4節では、電子商取引を促進する要因として、B to Bの取引を促進させる企業の情報ネットワーク化の要
因と、B to Ｃの取引を促進させる供給側と需要側の要因、電子商取引市場の外部における社会経済的要因が論
じられている。 
 第5節は重回帰モデルでの説明変数の選定作業が行われており、計量化へのステップが図られている。そこ
では電子商取引を促進する要因別の成長決定変数（説明変数）の選定が行われているのである。B to Bにおけ
る企業の情報ネットワーク化を計量するための変数としてはEDI(Electronic Data Interchange)を導入した業
者数、 B to Cにおける供給者側の要因を計量するための ISP(Internet Service Provider)数、ウェブサイト・
ドメイン数、ショッピングモール数、B to Cにおける需要側の変数としてインターネット利用者数、インター
ネット電子商取引の市場規模、社会経済的促進要因を計量するための変数として電子商取引のための法規およ
び制度、情報インフラに対する投資、コンピュータの普及台数が選定されている。第３章第3節で試みる関係
仮説の設定の準備ともなるべきものである。 
 
 第３章では、時系列の分析手法が論じられている。第2節では、時系列、時系列分析についての概論的考察
が行われている。そこでは時系列データ安定性の問題、時系列分析の推論のための代表的手法として自己回帰
和分移動平均（ARIMA : autoreguressive integrated moving average）モデル、Reg ARIMA(ARIMA with 
regression or transfer function) モデル、VARモデルの特徴と問題点が指摘されている。本論文では時系列の
推論のために回帰分析とグランジャー因果関係検定を実施し、予測においては VAR モデルを活用することと
なる。 
 第3節では、宅配サービス市場と成長決定変数との関係仮説の設定が行われている。宅配サービス市場の成
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長決定変数はすでに第2章第5節で選定されているが、これら説明変数と従属変数である宅配サービス市場の
成長を表す変数との関係、すなわち説明変数のパラメータの符号条件の検討である。B  to  B の促進要因変
数としての EDI 導入業者数は短期では負の関係にあると推論している。  B  to  C の供給促進変数として  
ISP 数は正、ウェブサイト・ドメイン数は負、インターネットショッピングモール数は正、B  to  C の需要
促進要因としてインターネット利用者数、インターネット電子商取引の市場規模は正の関係にあるとする。さ
らにその他の社会経済的促進要因として、電子商取引のための法規および制度の整備は正、情報インフラに対
する投資は負、コンピュータの普及台数は正、負双方の場合があると推論している。 
 これらをベースに第4節では、分析に用いる重回帰モデルが構築されている。基本モデルは第2章第3節で
示されているが、これを分析用に再構築している。すなわち、従属変数として宅配サービス市場の総売上高、
説明変数として第2章第5節で選定された9つとしているのである。もちろん、基本モデルと同様、分析用モ
デルにおいても定数項、誤差項は導入されている。 
 時系列モデル分析のためのインプット・データ、分析結果の判定用具について第5節で解説されている。電
子商取引の歴史的経過に起因するデータ制約から、1990年代以降、より具体的には1996年以降の月単位のデ
ータを用いるとしている。入手不可能な月別データは、年間データと年平均成長率あるいは月平均成長率のデ
ータでの補間によるとしている。また分析用のプログラム、分析結果の判断用具としては、各変数に対する係
数推定値、有意水準、決定係数およびダービン・ワトソン比を用いるとしている。 
 重回帰分析の説明変数間には多重共線性、時系列データの定常性の問題が問われることになることから、見
せかけの回帰式の問題に対処し、時系列の安定性を確保するための単位根検定、重回帰分析の妥当性を分析す
るためのグランジャー・シムズ因果関係検定を実施することが第6節で述べられている。 
 第7節では、将来の変化への対応性を考慮してVARモデルの設定、VARモデルによるインパルス応答分析、
分散分解分析の基本的考え方が解説されている。 
 総じて第３章は統計・計量手法の解説が中心となっており、そこには高い認識が確認されるものの、論文提
出者が英語文献を韓国語に訳し、さらにそれを日本語に訳したという事情が作用したためであろうか、日本語
としての用語や言い回しに再考を要するものが散見される。これらは本論文を公刊する際には十分留意する必
要がある。また、統計学、計量経済学の立場から見れば誤解されやすい表現もある。これらの点についても誤
解を避けるための工夫が必要である、なお、本論文で用いられている手法そのものは既存研究に依拠しており、
近年の計量経済学の標準的文献、たとえばＧ．Ｓ．マダラ（和合 肇訳）『計量経済学の方法（第2版）』の第
12～13章、蓑谷千鳳彦『計量経済学』の第 8章で解説されている内容と大差はないが、単位根検定、グラン
ジャー・シムズ因果関係検定等は日本での交通・物流の実証研究ではあまり用いられていないという点で、本
研究の先駆性が伺える。 
 
 韓国での事例分析を論じた第２部は2章により構成されている。 
 
 第4章では、韓国における電子商取引と宅配サービス市場の状況が述べられている。韓国での電子商取引の
推進動向を扱った第2節では、電子商取引の導入・普及が基本的には政府の政策的支援の下で行われ、これを
ベースに電子商取引を実際に用いる民間業界が活発な活動を行っていることが指摘されている。韓国の情報化
水準は他の国より早い速度で成長することによって先進国との格差を縮めているが、パソコンの普及率とイン
ターネット部門では課題があること、電子商取引の市場規模は拡大の一途を辿っていること等が把握されてい
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る。 
 宅配サー ビスの状況を扱った第3節では、韓国の宅配サービスは1989年12月30日に小貨物一貫輸送の根
拠法である自動車運輸事業法が改正・公布されてから本格化し、その後の規制の弾力化の経緯が年代を追って
記されている。最近の変化として、運賃が認可制から完全自由化に移行、商品開発の多様化、インターネット
宅配サービス業者の登場、外国の先進宅配サービス業者の韓国市場への進出、郵便局の宅配サービス業への進
出、アウトソーシングによる宅配サービス業者への影響、運送サービス業者の電子商取引への支援サービスの
強化が見られるとまとめている。韓進の「韓進宅配」、大韓通運の「大韓通運特送」、現代物流の「現代宅配」
がビッグ3と称されているが、これらに代表される韓国の宅配サービス業者は全国的に100社を超え、その大
半がソウル、首都圏に立地しているという状況が記されている。ビッグ3体制の形成には、日本での寡占体制
からヤマト運輸、佐川急便のいわば2強体制に移っていったこととの比較研究の余地は見出しうるのであろう
か。韓国の宅配サービス市場は1998年の1兆2，442億ウォンから2002年の4兆7,400億ウォンへ増加する
との見込みであるが、急成長の要因は電子商取引と通信販売業者の売り上げの増加、費用節約のための物流部
門のアウトソーシングを行う企業の増加であるとしている。当該市場の拡大には、韓国独自の慣行が考慮され
た上でのことなのであろうか。 
 今後を展望した第4節では、宅配サービス業者が電子商取引時代における競争力を確保するための戦略とし
て、物流システムの基盤整備、インターネットショッピングモールとの提携を通じたアウトソーシングへの対
応、物流倉庫施設の共同運営、中小業者の地域別・商品特性別のサービス差別化等が講じられているとまとめ
ている。このような物流戦略と、電子商取引の支援のための情報化の追及により、今後の宅配サービス市場が
成長していくとの想定が行われている。ただし、今後の展望とは第4章での検討結果に基づくものなのか、本
論文全体での検討を通してのものなのかを明確にしておく必要があろう。 
 韓国における電子商取引による宅配サービス市場の成長要因の時系列の計量分析を行った結果と評価が第 5
章でまとめられている。方法論の確認と、データ・ソース、データの作成プロセスを解説した上で、分析結果
の要約が行われている。第３章第4節で構築された、宅配サービス市場の総売上高を9つの説明変数で求める
という重回帰モデルのパラメータ推計、単位根検定、グランジャー・シムズ因果関係検定等の結果の大要、そ
の評価が示されている。本論文のコアとなる章である。 
 単純相関関係では、比較的高いものは情報インフラに対する投資、コンピュータの普及台数、低いものはＩ
ＳＰ数、インターネットショッピングモール数、電子商取引のための法規および制度であり、ＥＤＩ導入業者
数、ウェブサイト・ドメイン数、インターネット利用者、電子商取引の市場規模は無視できる程度のものであ
ることが相関係数の計測を通して示された。パラメータの符号条件はほとんどが第３章第3節で想定したとお
りであったが、ＩＳＰ数は宅配サービス市場の成長にマイナスであるとの計測結果となったが、相関係数は
0.2607と低いものであることが示された。 
 グランジャー・シムズ因果関係検定で見ると、韓国の電子商取引の促進要因はＥＤＩ導入業者数、インター
ネットショッピングモール数、インターネット利用者数、電子商取引の市場規模、電子商取引のための法規お
よび制度等であり、これらの変数はその発展過程を通じて電子商取引の成長を主導し、宅配サービス市場の成
長と繋がることが示された。 
 相関関係分析、重回帰分析、グランジャー・シムズ因果関係検定を総合した分析結果では、韓国の電子商取
引の促進による宅配サービス市場の成長は、電子商取引の市場内部のＢ ｔｏ Ｃの促進要因であるインター
ネットショッピングモール数、インターネット利用者数等が直接的に影響を及ぼしたが、それ以上に市場外部
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で影響を及ぼした電子商取引のための法規および制度、情報インフラに対する投資、コンピュータ普及台数と
いった社会経済的促進要因によって変化したとされている。そこでの結果を総括表にまとめる工夫がなされて
おり、理解の一助への工夫が講じられている。 
 時系列分析における動学分析として、ＶＡＲモデルの適用を通じたインパルス応答分析、分散分解分析の結
果、両分析においてもインターネットの利用者数や電子商取引のための法規および制度が宅配サービス市場を
変化させ、その成長に影響を及ぼしていることがまとめられている。 
 
 むすびでは、本論文の総括と共に、今後の研究課題が挙げられている。第 1 はデータ制約への対応である。
本論文では、電子商取引、それに促進された宅配サービスが急速に展開したことによる限られたデータ、さら
には補間による加工データに頼らざるをえなかったが、今後は十分なデータを利用することにより、より具体
的で信頼性のある研究を進めるべきであることが課題とされている。第2は電子商取引の促進要因と宅配サー
ビス市場の関連性である。両者には独立した状態として一方から他方に影響を及ぼすよりも、ある程度は相互
の関連性を持って因果関係を形成するとも考えられるので、この点への対応が必要であるとしている。第３は
電子商取引が宅配サービス産業に与える影響の過少判断の問題である。これはもっぱら電子商取引の歴史の浅
さに起因するものであるが、電子商取引がより大きく変化するものと想定されること、これと関連の深い運送
部門での宅配サービス市場も大きく成長すると予想されることから、宅配サービスの成長にどのような影響が
あるのかは、研究手法の一層の洗練と共に、今後の研究課題とされるとの認識が示されている。 
 
Ⅲ．審査結果の要旨 
 
 本論文の審査結果は以下のとおりである。 
 
１．本論文の長所 
 本論文の長所として次の点が指摘されうる。 
（１）情報化の進展と物流の相互関係は大きな研究課題であるにもかかわらず、本格的な研究はほとんどなさ
れてこなかった。とりわけ、両者の関係を定量的に論じた研究成果は全くといってよいほど見出すことはでき
ない。論文提出者は明確な問題意識に基づき、情報化の進展に大きな影響を受けるであろう宅配サービス事業
に着目し、さまざまな視点を取り入れ、種々の統計・計量分析手法を駆使して、宅配サービス市場の成長要因
を具体的に分析している。新たな宅配サービス論を確立したという点で、本論文は新規性と独自性が高いと判
断される。 
（２）限られた時系列データの中で、重回帰モデルでの分析結果の信頼性を検証するための工夫を行っている。
単位根検定、グランジャ ・ーシムズ因果関係検定等、手法的には必ずしも新しいものではないが、従来の交通・
物流での実証分析ではあまり用いられてこなかった検定法により、信頼性を高める努力を行っている。また、
将来の変化要因を考慮するためベクトル自己回帰（ＶＡＲ）モデルを適用した分析にも、論文提出者の独自の
工夫の跡が見られる。このことはデータの収集・整備と共に、適切な手法での定量化という点で高く評価でき
る。 
（３）電子商取引、宅配サービスという歴史の浅い研究対象の性格上、本研究のベースとなる既存の成果を見
出しにくい中で、母国韓国についてはもとより、留学体験により精通している日本、さらには情報先進国とも
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言える米国の文献、データを広く渉猟し、研究の進展状況を論文提出者なりにまとめている。そのプロセスを
通し、既存研究では試みられるに至らなかった計量化しにくい情報化の度合いを巧みに計量化している。統
計・計量分析を一つの章での論述を必要以上に煩雑化させないための工夫でもある二部構成、さらに分析に用
いたデータ、分析結果の詳細を付属資料として扱っているという論文構成も、本文を可能な限り簡素化させる
上で効果的である。また、二部構成の第2部は、韓国より先に宅配サービスが普及した国、これから普及する
であろう国についても応用できるであろうとも考えられ、研究の発展性に繋がるものとなっている。 
 
２．本論文の短所 
 一方、本論文には次のような短所も見られる。 
（１）電子商取引による宅配サービス市場の成長要因に焦点を絞った研究に特化したため、そのことは論点を
明確にし、分析を高める上では好ましかったとはいえ、流通産業全体に占める宅配サービス産業の位置付け、
他のサービス産業との競合関係が必ずしも明らかではない。韓国の流通産業に関する産業分析が不十分との印
象が拭えない。 
（２）分析結果を積極的に解釈、評価しようとする姿勢は貫かれているが、たとえば情報化の進展と輸送需要
との相互関係において、どのような場合に宅配サービス需要が増加し、どのような場合に減少するのかについ
ての整理、さらに供給促進変数と宅配サービスの正負の関係のより明確な整理があってもよかった。 
（３）統計・計量分析の用語、解釈に関して誤解されやすい部分があった。本文での記述に関してよりも、主
として（注）で記された部分に統計学、計量経済学の見地からは正確性を期すべき箇所が残されている。一、
二を例示すると、「仮説が帰無仮説となる可能性」（ｐ101）、「Engle・Grangerが提案した ADF検定の方法」
（ｐ188）といった表現は誤解を招かないように訂正する必要がある。 
 
３．結論 
 本論文には以上のような長所と短所が見られるが、長所に比べ短所は今後の研究プロセスで十分に対応、克
服しうるものであって、本論文の優秀性をいささかでも損なうものではない。 
 論文提出者李 雨承は1985年2月ソウル市立大学校経済学科を卒業、1987年2月同大学院経済学科を修了
後、1991年4月に早稲田大学大学院商学研究科修士課程に入学、1993年3月に同課程を修了した。諸般の事
情から博士課程はソウル市立大学校大学院で過ごすことになり、1999年 8月に「都市内物流施設の立地によ
る社会経済効果の分析」で経済学博士を授与されている。 
 本論文は韓国での研究成果はもとより、日本での留学時より研究を続けていた成果、いわば両国での研究の
集大成であり、物流学会、交通学会にとっても新たな有用な作品として財産となりうるものである。 
 論文提出者は日本での留学後、職務としてはソウル市政開発研究院で研究員、研究委員を務め、多くの研究
成果を発表する傍ら、ソウル市立大学校、漢陽大学校で物流論、交通経済学等を講じている。その間、しばし
ば来日し、早稲田大学大学院商学研究科の交通経済研究の演習に参加し、学術交流を深めると共に、日本の官
庁、シンクタンクとの情報交流を行っている。学力はもとより、研究経歴、真摯に学問に取り組む姿勢は高く
評価されるものである。 
 以上の審査結果に基づき、本論文の提出者李 雨承は、「博士（商学）早稲田大学」の学位を受ける十分な
資格があると認められる。 
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